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第１章 総則 

（趣旨） 

第 1条 栃木県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）の財務については、

法令その他別に定めのあるものを除くほか、この規則の定めるところによる。 

（財務処理の原則） 

第２条 財務処理に関しては、法令、条例及び規則の定めるところに従い、厳正的確かつ

効率的にその事務を処理しなければならない。 

（定義） 

第３条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに
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よる。 

(1) 課長等 栃木県高齢者医療広域連合事務局組織規則（平成１９年栃木県後期高齢者

医療広域連合規則第２１号）第２条及び第３条に定める課の長、選挙管理委員会事務

局長、監査委員事務局長及び議会事務局長をいう。 

(2) 収入命令権者 広域連合長又は歳入の調定若しくは収入の命令について専決をする

職員をいう。 

(3) 支出命令権者 広域連合長又は支出の調査決定若しくは支出の命令について専決を

する職員をいう。 

(4) 会計管理者等 会計管理者又はその事務の一部の委任を受けた出納員をいう。 

(5) 契約権者 広域連合長又は契約に関する事務について専決をする職員をいう。 

(6) 財産管理者 公有財産の管理に関する事務を所掌する者をいう。 

(7) 物品管理者 広域連合長又は物品の出納について専決をする職員をいう。 

（総務課長への合議） 

第４条 課長等は、次に掲げる事項については、総務課長に合議しなければならない。 

(1) 予算措置を必要とする計画に関すること。 

(2) 支出負担行為に関すること。 

(3) 歳入又は歳出の更正に関すること。 

(4) 不納欠損処分に関すること。 

(5) 国庫支出金及び県支出金の申請に関すること。 

(6) 前各号に定めるもののほか広域連合長が特に必要と認める事項に関すること。 

第２章 予算 

（予算編成方針） 

第５条 事務局次長は、広域連合長の命を受けて、翌年度の予算編成方針を毎年１０月末

日までに決定するものとする。 

（予算に関する見積書） 

第６条 課長等は、前条の予算編成方針に基づき、次に掲げる予算に関する見積書のうち

必要な書類を作成し、事務局次長の定める期日までに提出しなければならない。 

(1) 歳入歳出予算見積書 

(2) 継続費見積書 

(3) 繰越明許費見積書 
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(4) 債務負担行為見積書 

(5) 地方債見積書 

(6) 給与見積書 

（予算原案の調製） 

第７条 事務局次長は、前条の規定により予算に関する見積書の提出があったときは、こ

れを審査し、必要な調整を加えて予算の原案及び地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号。以下「令」という。）第１４４条第１項各号に掲げる予算に関する説明書を調製

し、広域連合長の決裁を受けなければならない。 

２ 既定予算を補正する必要が生じたときは、前項の規定に準じて補正予算を編成するも

のとする。 

（歳入歳出予算の区分） 

第８条 歳入歳出予算の款項の区分は、毎年度歳入歳出予算に定めるところによる。 

２ 歳入歳出予算の目及び歳入予算の節の区分は、毎年度歳入歳出予算事項別明細書に定

めるところによる。 

３ 歳出予算の節の区分は、地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第１５

条第２項に規定する歳出予算の節の区分のとおりとする。 

（予算執行計画の作成） 

第９条 課長等は、予算が成立したとき及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下

「法」という。）第１７９条の規定に基づき予算の専決処分があったときは、速やかに事

業実施計画を作成し、事務局次長に提出しなければならない。 

２ 事務局次長は、前項の規定により提出された事業実施計画に基づき、会計管理者の意

見を聞き、資金計画を作成しなければならない。 

３ 事務局次長は、前項の規定により作成した資金計画に基づき、第 1項の規定による事

業実施計画に必要な調整を加え、年間予算執行計画（以下「執行計画」という。）を作成

し、事務局長の決裁を経た上、広域連合長の決裁を受けなければならない。 

４ 事務局次長は、前項の規定に基づいて決定された執行計画を会計管理者に通知しなけ

ればならない。 

５ 事務局次長は、執行計画を変更する必要があるときは、速やかに変更の手続をとらな

ければならない。この場合において、前各項の規定を準用する。 

（歳出予算の配当） 



栃木県後期高齢者医療広域連合財務規則 

504 

第１０条 広域連合長は、執行計画に基づき事務局次長に予算配当書により歳出予算を配

当するとともに、その旨を会計管理者に通知しなければならない。 

２ 予備費の充当額及び翌年度に繰越しをした金額については、歳出予算の配当があった

ものとみなす。 

（歳出予算の流用） 

第１１条 事務局次長は、予算で定める歳出予算の流用をしようとするときは、歳出予算

流用調書を作成し、決裁を得てこれを行わなければならない。ただし、次に掲げる流用

はできない。 

(1) 流用した経費の他の経費への流用 

(2) 旅費、交際費及び需用費のうち食糧費への流用 

(3) 人件費及び物件費に属する経費相互間の流用 

(4) 予備費を充当した経費の他の経費への流用 

２ 事務局次長は、前項の流用を行ったときは、会計管理者にその旨を通知しなければな

らない。 

（予備費の充当） 

第１２条 事務局次長は、予備費の充当を必要とするときは、予備費充当調書を作成し、

決裁を得てこれを行わなければならない。 

（予算の繰越し） 

第１３条 事務局次長は、予算に定められた継続費及び繰越明許費を翌年度に繰り越し、

又は歳出予算の経費の金額のうち事故繰越しをする必要があるときは、当該会計年度内

に繰越決議書を作成し、決裁を得てこれを行わなければならない。 

２ 事務局次長は、前項の規定により繰越決定された経費について、継続費繰越計算書、

繰越明許費繰越計算書及び事故繰越し繰越計算書を調製し、決裁を得て、その結果を会

計管理者に通知しなければならない。 

第３章 収入 

（調定） 

第１４条 収入命令権者は、歳入の調定をするときは、当該歳入について、所属年度、歳

入科目、納入すべき金額、納入義務者、納期限及び納入場所を誤っていないかどうか、

その他法令又は契約に違反する事実がないかどうかを調査してこれをしなければならな

い。 
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２ 収入命令権者は、次に掲げる歳入については、会計管理者又は指定金融機関から収納

の通知を受けた後、直ちに調定しなければならない。 

(1) その性質上納入の通知を必要としない収入 

(2) その性質上納入通知書によりがたい収入 

３ 収入命令権者は、前２項の規定により歳入の調定をするときは、調定決議書によりこ

れをするものとする。 

（分納金額の調定） 

第１５条 収入命令権者は、令第１７１条の６の規定による歳入について、その金額を分

割して納付させる処分をしている場合においては、当該処分に基づき納期の到来するご

とに当該納期に係る金額について調定するものとする。 

（返納金の調定） 

第１６条 収入命令権者は、支出済となった歳出の返納金を歳入に組み入れる場合におい

ては、当該支出済となった歳出の属する年度の出納閉鎖日の翌日をもって第１４条第１

項の規定に準じて調定するものとする。ただし、当該支出済となった歳出の属する年度

の出納閉鎖日の翌日以後過誤払等の発生が判明したときはその日をもって第１４条第１

項の規定に準じて調定するものとする。 

（調定の変更） 

第１７条 収入命令権者は、調定をした後において、当該調定をした金額（以下「調定済

額」という。）について、法令その他の規定又は調定の誤り等特別の事由により変更しな

ければならないときは、直ちにその変更の事由に基づく増加額又は減少額について調定

しなければならない。 

（納入の通知） 

第１８条 収入命令権者は、第１４条第１項及び第１６条の規定により調定をしたときは、

直ちに納入通知書を作成し、納入義務者に送付しなければならない。 

（調定額の変更等による処理） 

第１９条 収入命令権者は、納入の通知をしたものについて、調定額を増額し、若しくは

減額し、又は調定を取り消したときは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

るところにより処理しなければならない。 

(1) 調定額を増額した場合 当該増額分についての納入通知書を納入義務者に送付する。

この場合において、既に送付したものの追加分である旨を併せて通知するものとする。 
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(2) 調定額を減額した場合 当該調定額が収納済であるときは当該減額分を還付し、収

納未済であるときは減額した後の金額による納入通知書を新たに作成し、納入義務者

に送付するとともに、既に送付した納入通知書を取り消した旨を併せて通知するもの

とする。 

(3) 調定を取り消した場合 当該調定額が収納済であるときは還付し、収納未済である

ときは納入義務者に取り消した旨を通知するものとする。 

（納入通知書の再発行） 

第２０条 収入命令権者は、納入義務者から納入通知書を亡失し、又はき損した旨の申し

出があった場合は、改めて納入通知書を作成し、当該納入義務者に交付しなければなら

ない。この場合において、表面の余白に「再発行」と表示するものとする。 

（納期限） 

第２１条 納入通知書の納期限は、法令、契約等に別の定めがあるものを除き、調定の日

から２０日以内において適宜の納付期限を定めるものとする。 

（納入通知書によらない収納） 

第２２条 収入命令権者は、第１４条第２項に掲げる歳入を調定したときは、直ちに納付

書を作成し、会計管理者に提出しなければならない。 

（収納） 

第２３条 会計管理者及び指定金融機関は、納入義務者から納入通知書を添えて現金（現

金に代えて納付される証券を含む。以下この条において同じ。） の納付を受けたときは、

これを収納し、領収証書を納入義務者に交付しなければならない。 

２ 会計管理者は、前項の規定により取り扱った収納金が証券であるときは、領収証書及

び領収済報告書に「証券受領」の表示をしなければならない。この場合において、その

一部分を証券をもって受領したときは、その証券金額を付記しなければならない。 

（小切手による収納） 

第２４条 証券をもってする歳入の納付に使用できる小切手は、その提示期間内に支出の

ために提示できるもので、かつ、次の要件に該当するものでなければならない。 

(1) 受取人 持参人、会計管理者又は指定金融機関等 

(2) 支払人 全国銀行協会加盟金融機関 

(3) 支払地 栃木県内 

（収納金の払込） 
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第２５条 会計管理者は、現金又は証券を直接収納したときは、その取り扱った収納金を

速やかに指定金融機関に払い込まなければならない。 

（収納後の手続） 

第２６条 会計管理者は、指定金融機関から日計報告書に添えて領収済通知書の送付を受

けたときは、直ちにこれに基づき収入票を作成し、関係帳簿を整理しなければならない。 

（支払拒絶の証券） 

第２７条 会計管理者は、指定金融機関等から支払拒絶のあった証券（以下「不渡証券」

という。）を添えて証券不渡通知書の送付を受けたときは、指定金融機関に不渡証券受領

書を送付し、直ちに当該支払拒絶に係る額の収入を取り消し、この旨を収入命令権者に

通知しなければならない。 

２ 会計管理者は、前項の規定により証券不渡通知書の送付を受けたときは、速やかに当

該納入義務者に対し、支払がなかった旨及び既発行の領収書と引換に証券を還付する旨

を通知しなければならない。 

３ 収入命令権者は、第１項の規定により会計管理者から通知を受けたときは、直ちに「不

渡証券分」と表示した納入通知書を作成し、当該納入義務者に送付しなければならない。 

（過誤納金の戻出） 

第２８条 収入命令権者は、納入義務者に係る誤納又は過納となった収入金の還付をする

ときは、当該納入義務者から過誤納金還付請求書を徴さなければならない。ただし、納

入義務者の責によらない誤納又は過納となった歳入金の還付については、この限りでな

い。 

２ 収入命令権者は、誤納又は過納となった歳入金を戻出しようとするときは、歳入戻出

決議書を作成し、第３２条の支出命令の手続によるものとする。 

３ 会計管理者は、前項の規定により戻出の命令を受けたときは、速やかに支出の例によ

り戻出の手続をしなければならない。 

（歳入の更正） 

第２９条 収入命令権者は、収納された歳入金の所属年度、会計名、歳入科目等に誤りが

あることを発見したときは、歳入更正決議書を作成し、会計管理者に対しその旨を通知

しなければならない。 

２ 会計管理者は、前項の規定による通知を受けたときは、当該更正通知が所属年度又は

会計名に係るものであるときは、指定金融機関に対し、振替更正通知書により更正の通
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知をしなければならない。 

（翌年度への調定の繰越し） 

第３０条 収入命令権者は、毎会計年度において調定した金額で出納閉鎖の日までに収納

済とならなかったもの（第１２４条の規定により不納欠損として整理したものを除く。）

は、翌年度の調定額に繰り越し、その旨を会計管理者に通知しなければならない。 

第４章 支出 

（支出負担行為の整理区分） 

第３１条 支出負担行為として整理する時期、支出負担行為の範囲及び支出負担行為に必

要な書類は、別表第１のとおりとする。 

２ 別表第１に定める経費に係る支出負担行為であっても、別表第２に定める経費に係る

支出負担行為に該当するものについては、前項の規定にかかわらず、別表第２に定める

区分によるものとする。 

３ 事務局次長は、前２項の規定により支出負担行為を整理するときは、支出負担行為決

議書を作成し、決裁を得てこれを行わなければならない。ただし、支出負担行為として

整理する時期が支出命令を作成する時期と同一となるときは、支出負担行為兼支出命令

決議書により支出負担行為を整理するものとする。 

（支出命令） 

第３２条 支出命令権者は、債権者から請求書の提出があったときは、次に掲げる事項を

調査した後当該支出を決定し、支出命令決議書又は支出負担行為兼支出命令決議書によ

り会計管理者に支出命令をしなければならない。 

(1) 支出負担行為の決議がなされているか。 

(2) 金額の算定に誤りはないか。 

(3) 正当な債権者であるか。 

(4) 支出の時期が到来しているか。 

(5) 予算額を超過していないか。 

(6) 所属年度、支出科目に誤りはないか。 

(7) その他必要な事項 

２ 次に掲げる経費については、前項の規定にかかわらず、支出に関する調書をもって請

求書に代えることができる。 

(1) 報酬、給料、職員手当、共済費等 
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(2) 寄付金、負担金、補助金、交付金、貸付金等 

(3) 報償費、弔慰金等 

(4) 前３号に掲げるもののほか、請求書を徴することができない経費 

（控除を伴う支出命令） 

第３３条 支出命令権者は、支出命令をする場合において、法令の規定により控除すべき

次に掲げるものがあるときは、その控除額を明らかにしなければならない。 

(1) 所得税 

(2) 県民税及び市町村民税（以下「県市町村民税」という。） 

(3) 共済組合掛金 

(4) 健康保険料 

(5) 厚生年金保険料 

(6) 雇用保険料 

（支出命令の審査） 

第３４条 会計管理者は、支出命令を受けたときは、第３２条第１項各号の例により審査

した後支出しなければならない。この場合において、必要があるときは関係書類の提出

を求めることができる。 

２ 会計管理者は、前項の規定による審査の結果、支出することができないと認めたとき

は、支出命令権者に対し、その理由を付して当該支出命令に係る書類を速やかに返付し

なければならない。 

（資金前渡） 

第３５条 支出命令権者は、資金前渡の方法により支出しようとするときは、あらかじめ

資金前渡職員を指定し、第３２条の例により処理しなければならない。 

２ 令第１６１条第１項第１７号の規則で定める経費は、次に掲げる経費とする。 

(1) 交際費 

(2) 事故見舞金 

(3) 損害賠償金 

(4) 電気、水道及びガスの料金、電気通信役務に関する料金、後納する郵便に関する料

金、下水道の使用料並びに日本放送協会に対し支払う受信料 

(5) 有料道路又は駐車場の利用に要する経費 

(6) 講習会、研修会に要する経費 
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(7) 療養費、高額療養費、葬祭費その他給付費 

(8) 前各号に掲げるもののほか、即時支払をしなければ購入し、利用し、又は使用する

ことができないものに係る経費 

３ 資金前渡職員は、資金前渡を受けたときは、直ちに支払う場合又は特別の事由のある

場合を除くほか、前渡された資金（以下「前渡資金」という。）を金融機関に預金しなけ

ればならない。 

４ 資金前渡職員は、前渡資金については、支払が完了したとき、保管事由がなくなった

とき又は当該前渡資金の所属年度の出納閉鎖期日において残額があるときは、直ちに前

渡資金精算報告書を作成し、証拠書類を添付の上、支出命令権者に提出しなければなら

ない。 

５ 支出命令権者は、前項の前渡資金精算報告書の提出を受けたときは、速やかに調査し、

前渡資金精算・返納決議書を作成し、関係書類とともに会計管理者の審査を受けなけれ

ばならない。 

６ 前項の場合において、精算残金があるときは、納付書を作成し、資金前渡職員に速や

かに返納させなければならない。ただし、毎月必要とする経費の精算残金については翌

月に繰り越しをすることができる 

（前渡資金の管理） 

第３６条 資金前渡職員は、前渡資金を金融機関等に預け入れた場合において利子が生じ

たときは、前渡資金利子報告書を作成し、収入命令権者に提出しなければならない。 

２ 収入命令権者は、前項の前渡資金利子報告書の提出を受けたときは、当該利子につい

て調定しなければならない。 

（概算払） 

第３７条 令第１６２条第６号の規則で定める経費は、損害賠償費及び委託費とする。 

２ 支出命令権者は、概算払の方法により支出しようとするときには、第３２条の例によ

り処理しなければならない。 

３ 概算払を受けた者は、その事由が完了後直ちに概算払精算報告書を作成し、証拠書類

を添付の上、支出命令権者に提出しなければならない。 

４ 支出命令権者は、前項の概算払精算報告書の提出を受けたときは、第３５条第５項及

び第６項の規定に準じて処理しなければならない。 

（前金払） 
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第３８条 令第１６３条第８号の規則で定める経費は、次に掲げる経費とする。 

(1) 弁護士報酬 

(2) 保険料 

(3) 研修、講習又は会議への参加に要する経費 

第３９条 会計管理者は、指定金融機関をして債権者に直接現金払をさせようとするとき

は、債権者に支払通知書を交付するものとする。 

２ 会計管理者は、前項の規定により債権者に支払通知書を交付したときは、受領書を徴

さなければならない。 

（口座振替払） 

第４０条 会計管理者は、金融機関に口座を設けている債権者から口座振替の方法により

支払を受けたい旨の申し出があったときは、口座振替の方法により支払うことができる。 

２ 前項の口座振替ができる金融機関は、指定金融機関と為替取引のある金融機関とする。 

（公金振替） 

第４１条 会計管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、指定金融機関に公金振

替書を交付して支出することができる。 

(1) 納入通知書に基づいて歳入に納付のため歳出を支出するとき。 

(2) 歳出から保管金へ払込みをするとき。 

(3) 資金繰入のため他会計に支出するとき。 

(4) 基金への積立若しくは操出し又は基金からの繰入れのとき。 

（支払資金の交付等） 

第４２条 会計管理者は、指定金融機関に公金の支払をさせるため、支払資金を交付し、

支払の依頼をするものとする。 

２ 前項の規定により支払を依頼したときは、支払を依頼した金融機関から受領書を徴さ

なければならない。 

（支払不能の処理） 

第４３条 会計管理者は、前条第 1項の規定により支払の手続をしたものについて支払不

能があったときは、直ちに支出命令権者にその旨を通知しなければならない。 

２ 支出命令権者は、前項の規定による通知を受けたときは、支払訂正決議書を作成し、

会計管理者の審査を受けなければならない。 

３ 会計管理者は、必要に応じて訂正のための手続をしなければならない。 
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（戻入の手続） 

第４４条 支出命令権者は、歳出の誤払い又は過渡しとなった金額を返納させるときは、

歳出戻入決議書を作成し、その事実を示す書類を添えて、会計管理者の審査を受けなけ

ればならない。 

２ 支出命令権者は、前項の審査終了後、直ちに納付書を作成し、返納義務者に送付しな

ければならない。 

３ 会計管理者は、第１項の規定により戻入の命令を受けたときは、収入の例により戻入

の手続をしなければならない。 

（支出の更正） 

第４５条 支出命令権者は、支出済の歳出の所属年度、会計名、歳出科目等に誤りがある

ことを発見したときは、歳出更正決議書を作成し、会計管理者に対しその旨を通知しな

ければならない。 

２ 会計管理者は、前項の規定により支出の更正命令を受けた場合において、当該更正命

令に係る更正が所属年度又は会計名に係るものであるときは、指定金融機関に対し、公

金振替書により更正の通知をしなければならない。 

第５章 決算 

（決算調書の提出） 

第４６条 事務局次長は、歳入歳出予算の結果について、歳入歳出事項に関する報告書を

作成し、出納閉鎖期日後３０日以内に会計管理者に提出するものとする。 

（歳計剰余金の処分） 

第４７条 会計管理者は、歳計剰余金を法第２３３条の２の規定により、翌年度の歳入又

は基金に編入しようとするときは、広域連合長の指示を受け第４１条の例により処理し

なければならない。 

（繰上充用） 

第４８条 会計管理者は、令第１６６条の２の規定により、翌年度の歳入の繰上充用を必

要とするときは、出納閉鎖期日前１０日までに繰上充用所要額決議書を作成し、広域連

合長に提出しなければならない。 

第６章 契約 

（一般競争入札の公告） 

第４９条 契約権者は、令第１６７条の６第１項の規定による一般競争入札の公告は、そ
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の入札期日前１０日までに、掲示その他の方法により行わなければならない。ただし、

急を要する場合においては、その期間を５日までに短縮することができる。 

２ 前項の規定による公告は、令第１６７条の６に規定するもののほか、次に掲げる事項

についてこれをするものとする。 

(1) 入札に付する事項 

(2) 契約条項を示す場所及び期間に関する事項 

(3) 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

(4) 入札参加者の資格を制限したときは、その要件 

(5) 前各号に掲げるもののほか、入札に関し必要な事項 

（入札保証金） 

第５０条 契約権者は、一般競争入札に参加しようとする者に入札保証金としてその者の

見積もる契約金額の１００分の５以上に相当する金額を納めさせなければならない。 

２ 前項の入札保証金は、契約権者の発する保証金納入書により納入するものとする。た

だし、次に掲げるものを担保として提供することをもって代えることができる。 

(1) 国債 

(2) 地方債 

(3) 出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和２９年法律第１９５

号）第３条に規定する金融機関が振出し、又は支払保証をした小切手 

３ 前項各号に掲げる入札保証金に代わる担保の価値は、その額面金額とする。ただし、

同項第１号及び第２号に掲げるもので割引の方法によって発行されたものについては、

政府ニ納ムヘキ保証金其ノ他ノ担保ニ充用スル国債ノ価格ニ関スル件（明治４１年勅令

第２８７号）の例による。 

（入札保証金の免除） 

第５１条 契約権者は、次に掲げる場合においては、入札保証金の全部又は一部を納めさ

せないことができる。 

(1) 入札に参加しようとする者が保険会社との間に広域連合を被保険者とする入札保証

保険契約を締結したとき。 

(2) 入札に付する場合について、令第１６７条の５及び第１６７条の１１に規定する資

格を有する者で過去２箇年の間に国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及

び規模を同じくする契約を数回以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に
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履行したものについて、その者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認めら

れるとき。 

２ 契約権者は、前項第１号の規定により入札保証金を納めさせない場合は、当該入札保

証保険契約に係る保険証書を提出させなければならない。 

（入札保証金の還付） 

第５２条 契約権者は、第５０条第１項の入札保証金を納めさせた場合又は同条第２項各

号に掲げるものを入札保証金に代わる担保として提供された場合は、入札終了後、直ち

にこれを入札者に還付しなければならない。ただし、落札者に対しては、契約締結後に

これを還付するものとする。 

２ 落札者の入札保証金は、第６４条第１項の契約保証金又は同条第３項の契約保証金に

代わる担保に充てることができる。 

（予定価格の作成） 

第５３条 契約権者は、一般競争入札に付する事項について、その価格を当該事項に関す

る仕様書、設計書等によって予定し、その予定価格を記載した書面を封書にして開札の

際、これを開札場所に置かなければならない。 

２ 予定価格は、競争入札に付する事項の価格の総額について定めなければならない。た

だし、一定期間継続して行う製造、修理、加工、売買、供給、使用、役務の提供等の契

約の場合においては、単価についてその予定価格を定めることができる。 

３ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、

履行の難易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

（入札手続） 

第５４条 一般競争入札に参加しようとする者は、入札書を１件ごとに作成し、入札公告

において示された日時までに所定の場所へ出頭して提出しなければならない。この場合

において、出頭した者が代理人であるときには、その代理権を有することを証する書面

を提出しなければならない。 

２ 入札書は、前項の規定にかかわらず、特に指定した場合を除くほか、書留郵便により

提出させることができる。この場合において、開札時刻前に到着したものに限り受理す

るものとする。 

（入札の無効） 

第５５条 次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
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(1) 入札参加資格のない者が入札したとき。 

(2) 入札保証金を納付しないとき。 

(3) 入札の条件に違反したとき。 

(4) 入札者が２以上の入札をしたとき。 

(5) 入札書の記載事項が不明瞭で判読できないとき。 

(6) 入札書に記名押印がないとき。 

(7) 入札に際して虚偽又は不正の行為があったとき。 

（落札の通知） 

第５６条 契約権者は、落札者が決定したときは、直ちにその旨を当該入札に参加した者

に通知しなければならない。 

２ 落札者は、前項の通知を受けたときは、遅滞なく契約の手続をしなければならない。 

（再度公告入札の公告期間） 

第５７条 入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が指定期限までに契約を結ばない

場合において、さらに入札に付そうとするときは、第４９条の公告の期間を前３日まで

短縮することができる。 

（指名競争入札の参加者の指名） 

第５８条 契約権者は、指名競争入札の方法により契約を締結しようとするときは、なる

べく３人以上の入札者を指名するものとする。 

２ 前項の場合においては、令第１６７条の１２第２項に規定するもののほか、第４９条

第２項に規定する事項を、各入札者に通知しなければならない。 

（一般競争入札に関する規定の準用） 

第５９条 第５０条から第５７条までの規定は、指名競争入札の場合にこれを準用する。 

（随意契約に係る見積書の徴収） 

第６０条 契約権者は、令第１６７条の２の規定に基づき随意契約の方法により契約を締

結しようとするときは、なるべく２人以上の者から見積書を徴するものとする。ただし、

次の各号のいずれかに掲げる場合は１人の者から見積書を徴するものとする。 

(1) 国又は地方公共団体等と契約を締結するとき。 

(2) 契約の目的又は性質により契約の相手方が特定されるとき。 

(3) 市場価格が一定している場合であって、一般競争入札又は指名競争入札に付する必

要がない物品を購入するとき。 
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(4) １件の契約金額が１０万円未満の購入又は修繕をするとき。 

(5) ２人以上から見積書を徴することが適当でないと認めるとき。 

２ 見積書を徴することが適当でないと認められるものについては、前項の規定にかかわ

らず、これを省略することができる。 

（随意契約によることができる額） 

第６１条 令第１６７条の２第１項第１号の規則で定める額は、次の各号に掲げる契約の

種類に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 工事又は製造の請負 １３０万円 

(2) 財産の買入れ ８０万円 

(3) 物件の借入れ ４０万円 

(4) 財産の売払い ３０万円 

(5) 物件の貸付け ３０万円 

(6) 前各号に掲げるもの以外のもの ５０万円 

（契約の締結） 

第６２条 契約権者は、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を作成しなけれ

ばならない。 

２ 前項の契約書には、次に掲げる事項を記載するものとする。ただし、契約の性質又は

目的により必要のない事項については、この限りでない。 

(1) 契約の目的 

(2) 契約金額 

(3) 履行期限又は期間 

(4) 契約保証金に関する事項 

(5) 契約履行の場所 

(6) 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

(7) 監督及び検査 

(8) 履行の遅滞その他の債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金 

(9) 危険負担 

(10) 契約不適合責任 

(11) 契約に関する紛争の解決方法 

(12) その他必要な事項 
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（契約書の省略） 

第６３条 契約権者は、前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、

契約書の作成を省略することができる。 

(1) 工事請負契約でその契約金額が１３０万円未満であるものにつき指名競争入札又は

随意契約の方法により締結するとき。 

(2) 工事請負契約以外の契約で、その契約金額が５０万円未満であり、かつ、登記又は

登録の手続を必要としないものにつき、指名競争入札又は随意契約の方法により締結

するとき。 

(3) 物品を売り払う場合において、買受人が代金を即納してその物品を引き取るとき。 

(4) その他広域連合長が契約書を作成する必要がないと認めたとき。 

２ 前項の規定により契約書の作成を省略するときは、特に軽微な契約を除き、契約の適

正な履行を確保するため、請書又は見積書その他適当な文書を徴するものとする。 

（契約保証金） 

第６４条 契約権者は、契約を締結したときは、直ちに契約の相手方をして契約金額の 

１００分の１０以上の契約保証金を納めさせなければならない。ただし、次の各号のい

ずれかに該当する場合においては、契約保証金の全部又は一部を納めさせないことがで

きる。 

(1) 契約の相手方が保険会社との間に広域連合を被保険者とする履行保証保険契約を締

結したとき。 

(2) 契約の相手方から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算及び

会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１００条の３第２号の規定に基づき財務大臣

が指定する金融機関と工事履行保証契約を締結したとき。 

(3) 令第１６７条の５第１項又は第１６７条の１１第２項に規定する資格を有する者

と契約を締結する場合において、その者が過去２箇年の間に国（公社、公団を含む）

又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結

し、かつ、これらをすべて誠実に履行したものについて、その者が契約を履行しない

ことになるおそれがないと認められるとき。 

(4) 法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されるとき。 

(5) 物品を売り払う契約を締結する場合において、売り払い代金が即納されるとき。 

(6) 随意契約を締結する場合において、契約金額が少額であり、かつ、契約の相手方が
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履行しないこととなるおそれがないとき。 

(7) 広域連合長が特に必要がないと認めたとき。 

２ 契約権者は、前項第１号又は第２号の規定により契約保証金を納めさせない場合は、

当該履行保証保険契約に係る保険証券又は当該工事履行保証契約に係る保険証券を提出

させなければならない。 

３ 第１項の契約保証金は、契約権者の発する保証金納入書により納入するものとする。

ただし、次に掲げるものを担保として提供することをもって代えることができる。 

(1) 国債 

(2) 地方債 

(3) 出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律第３条に規定する金融機関

が振り出し、又は支払保証をした小切手 

(4) 契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する前号の金融機関又は

公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第５条の規定

に基づき登録を受けた保証事業会社の保証 

４ 契約権者は、前項第４号に規定する保証を契約保証金に代わる担保として提供させる

ときは、当該保証を証する書面を提出させなければならない。 

５ 第３項各号に掲げる契約保証金に代わる担保の価値は、次に定めるところによる。 

(1) 第３項第１号及び第２号に掲げるものについては、その額面金額とする。ただし、

割引の方法によって発行されたものについては、政府ニ納ムヘキ保証金其ノ他ノ担保

ニ充用スル国債ノ価格ニ関スル件の例による。 

(2) 第３項第３号に掲げるものについては、その額面金額とする。 

(3) 第３項第４号に掲げるものについては、その保証する金額とする。 

（契約保証金の還付） 

第６５条 契約権者は、前条第１項の契約保証金を納めさせた場合又は同条第３項第１号

から第３号までに掲げるものを契約保証金に代わる担保として提供させた場合は、相手

方が契約を履行し、検査が終了した後、直ちにこれを相手方に還付しなければならない。 

（監督又は検査） 

第６６条 契約権者は、工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れそ

の他の契約を締結した場合における契約の適正な履行を確保するため、又は受ける給付

の完了の確認をするため必要な監督又は検査をしようとするときは、決裁を得て職員に
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命じてこれを行うものとする。 

（監督） 

第６７条 契約権者から監督を命ぜられた職員（以下「監督職員」という。）は、必要があ

るときは、契約に係る仕様書及び契約書等に基づき、当該契約に必要な細部設計、原寸

図を作成し、又は契約の相手方が作成したこれらの書類を審査しなければならない。 

２ 監督職員は、必要があるときは、契約の履行に立ち会って工程の管理、履行途中にお

ける仕様材料の試験又は検査の方法により監督をし、契約の相手方の必要な指示をしな

ければならない。 

３ 監督職員は、監督をしたときは、その内容及び指示した事項その他必要な事項を記録

しておかなければならない。 

（検査） 

第６８条 契約権者から検査を命ぜられた職員（以下「検査職員」という。）は、次の各号

のいずれかに掲げる場合には、契約に基づく給付の完了の確認をするため必要な検査を

しなければならない。 

(1) 契約の相手方が給付を完了したとき。 

(2) 給付の完了前に出来高に応じ、対価の一部を支払う必要があるとき。 

(3) 物件の一部の納入があったとき、又は契約により給付の一部を使用しようとすると

き。 

２ 検査職員は、契約書、設計図その他の関係書類に基づき、かつ、必要に応じて破壊若

しくは分解又は試験をして、当該給付の内容及び数量等について、検査を行うものとす

る。 

３ 検査職員は、前項の規定による検査の実施に当たっては、契約の相手方又はその代理

人の立ち会いを求めることができる。 

４ 検査職員は、検査をしたときは、検査調書を作成し、広域連合長に提出しなければな

らない。この場合において、契約の履行に不備があると認められるときは、契約の相手

方の必要な措置をすることを求め、その経過を記録しておかなければならない。 

５ 前項の検査調書の提出は、次の各号のいずれかに該当する契約については、その検査

調書の作成を省略することができる。 

(1) 第６３条の規定により契約書の作成を省略した契約 

(2) 土地、建物又は物品の賃借契約 
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(3) 前２号に掲げるもののほか、契約の性質上検査調書の作成を要しないものとして契

約権者が認める契約 

（監督又は検査の委託） 

第６９条 契約権者は、令１６７条の１５第４項の規定により、職員以外の者に委託して

監督又は検査を行わせた場合においては、当該委託を受けた者をして当該監督又は検査

の結果を記載した書面を作成させなければならない。 

２ 前項の検査に係る契約の代金は、同項の書面に基づかなければ支払いをすることがで

きない。 

（部分払） 

第７０条 工事若しくは製造その他についての請負契約に係る既済部分又は物件の買入契

約に係る既納部分に対し、その完済前又は完納前に工事費又は代価の一部を支払う必要

がある場合における当該支払金額は、工事又は製造その他についての請負契約にあって

はその既済部分に対する代価の１０分の９、物件の買入れ契約にあってはその既納部分

に対する代価を超えることができない。ただし、その性質上可分の工事又は製造その他

についての請負契約に係る完済部分にあっては、その代価の全額までを支払うことがで

きる。 

（履行期の延長） 

第７１条 天災その他契約の相手方の責に帰せられない理由により契約の履行が契約期限

までに完了しないと認められる場合で、契約の相手方から履行期の延長の申出があった

ときは、これを認めることができる。 

２ 前項以外の場合において契約の相手方から履行期の延長の申出があったときは、特に

やむを得ないと認められる場合に限り、履行期の延長をすることができる。 

（履行の変更等） 

第７２条 天災その他特別の理由があるときは、契約の相手方と協議の上、契約の全部又

は一部を解除し、内容を変更し、又は履行を中止することができる。 

（契約の解除） 

第７３条 契約権者は、契約の相手方が次の各号のいずれかに該当する場合は、契約を解

除することができる。 

(1) 契約の履行期限までに履行の見込がないとき。 

(2) 契約の履行につき不正があったとき。 
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(3) 契約解除の申出があったとき。 

(4) 前３号に定めるものを除くほか、契約に違反し、それによって契約の目的を達成す

ることができないとき。 

２ 前項の規定による契約の解除は、その旨を契約の相手方に通知して行うものとする。 

（対価の支払） 

第７４条 第６８条の規定による検査に合格したものでなければ当該契約に係る支払をす

ることができない。 

２ 対価の一部について前金払又は部分払をしたものがあるときは、契約の履行による完

納又は完済による最終の対価の支払の際にこれを精算するものとする。 

３ 前条の規定により契約を解除したときは、当該契約に基づく給付の既納部分又は既済

部分で検査に合格した部分に対する対価を支払うものとする。 

（長期継続契約を締結することができる契約） 

第７５条 栃木県後期高齢者医療広域連合長期継続契約を締結することができる契約を定

める条例（栃木県後期高齢者医療広域連合条例第１９号。以下この条において「条例」

という。）第２条第３号アに規定する規則で定める契約は、自動車等の借入れに関する契

約とする。 

２ 条例第２条第３号イに規定する規則で定める契約は、次に掲げる契約とする。 

(1) 事務用機器等の保守管理業務の委託に関する契約 

(2) 複写サービスの提供を受ける契約 

(3) 電算システム等の運用又は保守管理業務の委託に関する契約 

(4) データの入力及び処理に係る業務に関する契約 

第７章 現金及び有価証券 

（歳計現金の保管） 

第７６条 会計管理者は、歳計現金を指定金融機関以外の金融機関に預金その他最も確実

かつ有利な方法により保管しようとするときは、支払準備金に支障ない旨の書類を添え

て、広域連合長の決裁を受けなければならない。 

（一時借入金の出納） 

第７７条 予算に定めるところによる一時借入金の借入又は返済については、それぞれ収

入、支出の手続の例により行うものとする。 

（歳入歳出外現金等の整理区分） 
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第７８条 歳入歳出外現金及び保管有価証券等（以下「歳入歳出外現金等」という。）は、

次に掲げる区分により整理し、出納及び保管しなければならない。 

(1) 保証金等 

ア 入札保証金及びこれに代えて納付される有価証券 

イ 契約保証金及びこれに代えて納付される有価証券 

ウ その他の保証金及びこれに代えて納付される有価証券 

(2) 保管金 

ア 所得税 

イ 県市町村民税 

ウ 共済組合掛金 

エ 共済組合貸付未償還金 

オ 健康保険料 

カ 厚生年金保険料 

(3) 担保として提供された現金及び有価証券 

２ 歳入歳出外現金等の出納は、会計年度をもって区分し、その所属年度は、出納した日

の属する年度とする。 

   第８章 指定金融機関 

（指定金融機関の名称及び位置等） 

第７９条 令第１６８条第２項の規定により指定した指定金融機関の名称、所在地及び事

務の範囲は、次のとおりとする。 

金融機関名 取扱店 取りまとめ店 

株式会社 

足利銀行 

本店・

支店 

店 名 所在地 取り扱う事務の範囲 

株式会社足利銀行

県庁内支店 

宇都宮市塙田 1

丁目１番２０号 

広域連合の公金の収

納及び支払の事務 

備考  

 ア 上記取扱店は、日本国内に限る。 

 イ 取りまとめ店以外の取扱店の取り扱う事務の範囲は、「広域連合の公金の収納事務

の一部」とする。  

（出納取扱時間） 
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第８０条 指定金融機関の広域連合公金の出納事務取扱時間は、当該金融機関の営業時間

とする。ただし、会計管理者が特に必要があると認めるときは、指定金融機関と協議の

上、広域連合公金の出納事務取扱時間を変更することができる。 

（出納の区分） 

第８１条 指定金融機関は、次の区分により広域連合公金の現金又は振替により出納を取

り扱わなければならない。 

(1) 歳入金 

(2) 歳出金 

(3) 保管金 

(4) 一時借入金 

(5) 基金に属する現金 

２ 前項に規定する歳入金及び歳出金は、さらに一般会計及び特別会計に区分しなければ

ならない。 

（預金口座） 

第８２条 指定金融機関は、会計管理者の指示するところにより、広域連合の預金口座を

設けるものとする。 

（計算報告） 

第８３条 指定金融機関は、取り扱った公金の収納及び支払について、日計報告書及び月

計報告書を作成し、日計報告書にあっては翌々日（その日が日曜日その他の休日に当た

るときはその翌日とし、その日が土曜日に当たるときは、その翌々日とする。以下本章

について同じ。）、月計報告書にあっては翌月５日（その間に日曜日その他の休日等があ

る場合は、これらを参入しない。以下本章について同じ。）までに会計管理者に送付しな

ければならない。 

（証拠書類の整理保存） 

第８４条 指定金融機関は、広域連合公金の収納又は支払に関する書類を年度及び会計の

区分ごとに整理し、年度経過後５年間これを保存しなければならない。 

（収納の手続） 

第８５条 指定金融機関は、納入義務者又は会計管理者から納入通知書又は現金払込書に

基づき、現金等をもって公金の納付又は払込があったときは、その内容を確認して領収

証書を交付しなければならない。 
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２ 指定金融機関は、納入通知書によらず納付金が直接広域連合の口座に振り込まれたと

きは、会計管理者に報告し、その指示に従うものとする。 

３ 指定金融機関は、前２項の規定により現金を収納したときは、日計報告書に領収済通

知書を添えて会計管理者に送付しなければならない。 

（公金振替書による振替） 

第８６条 指定金融機関は、会計管理者から第４１条の規定により公金振替書の送付を受

けたときは、直ちに振替受入の手続をし、振替受入報告書を会計管理者に送付しなけれ

ばならない。 

（領収済通知書の送付） 

第８７条 指定金融機関は、公金の収納をしたときは、当該収納金に係る領収済通知書を

会計の区分ごとに仕訳し、会計管理者に送付しなければならない。 

（証券の支払請求） 

第８８条 指定金融機関は、収入した歳入金について証券があるときは、直ちに当該証券

をその支払人に提示して支払の請求をしなければならない。 

２ 指定金融機関は、前項の証券支払の請求をした場合において、支払拒絶があったとき

は、当該支払拒絶に係る額の収入を取り消し、証券不渡通知書に該当不渡証券を添えて

会計管理者に通知しなければならない。 

（支払資金の領収） 

第８９条 指定金融機関は、会計管理者から第４２条の規定により支払資金の交付を受け

たときは、領収証書を会計管理者に提出し次条及び第９１条に規定する支払方法により

公金支払の手続をしなければならない。 

（口座振替払） 

第９０条 指定金融機関は、会計管理者から第４０条の口座振替払の指示を受けたときは、

領収証書を会計管理者に送付し、口座振替払の手続をしなければならない。 

（現金払） 

第９１条 指定金融機関は、債権者から現金の支払の請求を受けたときは、会計管理者か

ら送付された支払通知書と引換えに債権者に現金を支払い、領収の証書を徴さなければ

ならない。 

（小切手振出済通知書の返送） 

第９２条 指定金融機関は、小切手について公金の支払をしたときは、当該小切手に係る
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小切手振出済通知書の表面余白に「支払済」の印を押し、これを会計区分ごとに仕訳し

て小切手振出済通知書返送票を付し、速やかに会計管理者に送付しなければならない。 

（小切手等の確認） 

第９３条 指定金融機関は、会計管理者が振り出した小切手の提示を受けたときは、次の

事項を調査し、その支払をしなければならない。 

（1) 小切手は合式であるか。 

（2) 小切手がその振出日付から１年を経過したものでないか。 

（3) 小切手と小切手振出済通知書が符合するか。 

２ 前項の小切手が振出又は発行の日付後１年を経過したものであるときは、その小切手

の余白に支払期間経過の旨を記入し、これを提示した者に返付しなければならない。 

（小切手未払い資金の繰越等） 

第９４条 指定金融機関は、毎会計年度の小切手振出済金額のうち、翌年度の５月３１日

までに支払を終わらない金額に相当する資金は、これを繰越し整理しなければならない。 

２ 指定金融機関は、小切手振出済通知書に基づき、小切手の振出日付から１年を経過し、

まだ支払を終わらないものがあるときは、直ちに当該小切手振出通知書の表面余白に「期

間経過」の印を押し、これを会計管理者に返送するとともに歳入組入の手続をしなけれ

ばならない。 

（収入及び支出の更正） 

第９５条 指定金融機関は、第２９条第２項及び第４５条第２項の規定により会計管理者

から会計名又は会計年度の更正の通知を受けたときは、直ちにその訂正の手続をとらな

ければならない。 

（歳入歳出外現金等の出納） 

第９６条 指定金融機関の歳入歳出外現金、一時借入金及び基金に属する現金の出納は、

歳入金又は歳出金の出納の例による。 

   第９章 財産 

（公有財産に関する事務） 

第９７条 公有財産の取得及び処分並びに公有財産に関して生じた損害賠償の請求に関す

る事務は、事務局次長が行うものとする。 

２ 公有財産の管理に関する事務は、事務局次長が行うものとする。ただし、広域連合長

が特に必要があると認めるときは、別に指示するところによる。 
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（公有財産の取得） 

第９８条 事務局次長は、前条第１項の規定により公有財産を取得しようとするときは、

あらかじめ当該公有財産に関し、必要な調査をし、物権の設定その他の特殊義務がある

ときは、これの消滅又は必要な措置をとらなければならない。 

２ 事務局次長は、取得した公有財産についてその引き渡しを受けるときは、契約、工事

等に係る書類及び関係図面と照合して確認の上引渡しを受けるとともに、登記又は登録

を要する公有財産については、遅滞なくその登記又は登録をしなければならない。 

（公有財産の取得報告） 

第９９条 事務局次長は、公有財産を取得したときは、取得した公有財産の表示及び用途、

取得した理由並びに取得した公有財産の見積金額又は評定価格、取得方法等を記載した

書面及び関係図面を添付して、連合長及び会計管理者にその旨を報告しなければならな

い。この場合において、登記又は登録を要するものについては、登記又は登録済である

ことを示す書類及び契約書の写しを併せて添付しなければならない。 

（公有財産の管理） 

第１００条 財産管理者は、その管理する公有財産について、常に現況を把握し、その管

理する公有財産に異動を生じたときは、その都度財産台帳を整理し、会計管理者にその

内容を通知しなければならない。 

（財産台帳） 

第１０１条 財産管理者は、法令に別段の定めがある場合を除き、土地、立木竹、建物、

工作物、地上権等、特許権等及び出資金等の区分により、財産台帳を調整し、当該管理

に係る公有財産について、その実態を明らかにしておかなければならない。この場合に

おいて、必要があるときには、実測図、平面図等を添付しておかなければならない。 

（財産台帳に登録すべき価額） 

第１０２条 財産台帳に登載すべき価額は、次の各号に掲げる取得の区分に応じ、当該各

号に定める額によるものとする。 

(1) 買入 買入価額 

(2) 交換 交換時における評定価額 

(3) 収用 補償金額 

(4) 代物弁済 当該財産により弁済を受けた債権の額 

(5) 寄附 評定価額 
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(6) 前各号に掲げる以外のものの取得 広域連合長が定める基準による額 

（物品の範囲及び分類） 

第１０３条 物品は、備品又は消耗品とし、その意義は、次に定めるところによる。 

(1) 「備品」とは、その性質又は形状を変えることなく長期間継続して使用及び保存す

ることができるものをいう。 

(2) 「消耗品」とは、その性質又は形状が短期間の使用により失われるもの及び長期間

の保存に耐えないものをいう。 

２ 前項の規定により備品に分類されるものであっても、記念品、褒賞品等贈与を目的と

するもの及び取得価格又は評価額が５万円未満のもの（加除式図書及び公印を除く。）は、

消耗品とする。 

（物品の整理の原則）  

第１０４条 物品は、会計別に現にその出納を行った日の属する年度により整理しなけれ

ばならない。 

（物品の管理の義務及び保管の原則） 

第１０５条 物品の管理に関する事務を行う職員及び使用する職員は、この規則その他物

品に関する法令の規定に従うほか、善良な管理者の注意をもってその事務を行い、及び

物品を使用しなければならない。 

２ 備品には、標識を付さなければならない。ただし、性質形状等により標識をつけるこ

とが適しないものについては、適当な方法によりこれを表示することができる。 

（物品の購入手続） 

第１０６条 物品を購入しようとするときは、物品購入伺簿により決裁を得て行うものと

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、郵便切手、郵便葉書、収入印紙その他見積書を徴すること

が適当でないものについては、見積書の徴収を省略することができる。 

（物品の修繕） 

第１０７条 物品管理者は、物品について修繕の必要があるときは、物品修繕伺簿により

行うものとする。 

（物品の不用の決定等） 

第１０８条 物品管理者は、供用の必要がないと認める物品又は供用することができない

と認める物品について、不用の決定をすることができる。この場合において、あらかじ
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め、広域連合長が定めるものについては、広域連合長の承認を受けなければならない。 

２ 物品管理者は、前項の規定により不用の決定をした物品のうち、売払又は廃棄を決定

したときは、その区分により処理した上、会計管理者にその旨を報告しなければならな

い。 

（債権管理者） 

第１０９条 債権の管理に関する事務は、債権管理者が行い、事務局次長をもって充てる。 

（債権の管理の事務の範囲） 

第１１０条 債権管理者の事務の範囲は、広域連合の債権について、広域連合を債権者と

して行うべき保全、取立、内容の変更及び消滅に関する事務のうち次に掲げるものを除

いたものとする。 

(1) 収入命令権者の行うべき事務 

(2) 弁済の受領に関する事務 

(3) 担保として提供を受けた現金、有価証券その他物件の保管に関する事務 

（管理の基準） 

第１１１条 債権の管理に関する事務は、法令の定めるところに従い、債権の発生原因及

び内容に応じて最も広域連合の利益に適合するように処理しなければならない。 

（不納欠損） 

第１１２条 債権管理者は、その所掌に属する債権について法令の規定に基づき時効の完

成又は徴収権の消滅により欠損処分をするときは、当該債権に係る歳入について不納欠

損決議書を作成し、整理するものとする。 

２ 債権管理者は、前項の規定により当該債権に係る歳入について不納欠損として整理し

ようとするときは、不納欠損決議書により広域連合長の決裁を得なければならない。 

（調定収入状況の報告） 

第１１３条 債権管理者は、毎年度、６月、９月、１２月及び３月の末日現在並びに出納

閉鎖日現在において、その所掌に属する債権（出納閉鎖日現在においては、前年度に調

停された債権）について、調定・収入状況報告書及び収入未済額報告書を作成し、会計

管理者を経由して広域連合長に提出するものとする。 

（債権現在高の報告） 

第１１４条 債権管理者は、毎年３月及び９月の末日において、その所掌に属する債権に

ついて債権現在高報告書及び債権現在高集計表を作成し、会計管理者を経由して広域連
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合長に提出するものとする。 

（基金） 

第１１５条 基金に関する事務は、当該基金の設立目的に従い事務局次長が行う。 

２ 基金の管理については、基金に属する財産の種類に応じ、第３章、第４章及び第７章

の規定を準用する。 

第１０章 雑則 

（様式） 

第１１６条 この規則に規定する帳簿、決議書その他の書類の様式は、別に定める。 

（その他） 

第１１７条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年規則第３号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則（令和２年規則第５号） 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和３年規則第４号） 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則（令和５年規則第２号） 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第３１条関係） 

 支出負担行為の整理区分（節区分） 

区 分 
支出負担行為とし

て整理する時期 

支出負担行為の範囲 支 出 負 担 行 為 に 必

要な主な書類 

１ 報 酬 支出決定のとき。 支給しようとする

当該期間の額 

給与簿支給調書 
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２ 給 料 支出決定のとき。 支給しようとする額 給与簿支給調書 

３ 職員手当等 支出決定のとき。 支給しようとする額 給与簿支給調書、戸籍謄

本、死亡届書、失業証

明書その他の各手当を

支給すべき事実の発生

を証明する書類 

４ 共済費 支出決定のとき。 支出しようとする額 給与簿支給調書 

（共済組合負担

金） 

支出決定のとき。 支出しようとする額 支出調書 

５ 災害補償費 支出決定のとき。 支出しようとする額 本人の請求書、病院等の

請求書受領書又は証明

書、戸籍謄本又は抄本、

死亡届書 

６ 退職年金 支出決定のとき。 支出しようとする額 支出調書、請求書 

７ 報償費 交付決定のとき。 交付を要する額 支出調書 

８ 旅 費 支出決定のとき。 支出しようとする

額 

請求書 

９ 交際費 交付決定のとき。 交付を要する額 支出調書 

10 需用費 契約を締結すると

き。（請求のあった

とき） 

契約金額（請求の

あった額） 

契約書、見積書（請求書） 

（燃料費、光熱水

費、食糧費） 

請求のあったとき。 請求のあった額 請求書 

11 役務費 契約を締結すると

き。 

契約金額 契約書、見積書、請求

書、払込通知書 

（手数料、通信

費、保管料、

保険料） 

請求のあったとき。 請求のあった額 請求書、払込通知書 

12 委託料 契約を締結すると

き。 

契約金額 契約書 

13 使用料及び

貸借料 

契約を締結すると

き、又は請求のあっ

たとき。 

契約金額又は請求

のあった額 

契約書、見積書、請求書 

14 工事請負費 契約締結のとき。 契約金額 契約書、入札書（見積書） 

15 原材料費 購入契約締結のと

き。 

購入契約金額 契約書、見積書、入札書 

16 公有財産購

入費 

購入契約を締結す

るとき。 

購入契約金額 契約書、入札書（見積

書）、請求書 

17 備品購入費 購入契約を締結す

るとき。 

購入契約金額 契約書、入札書（見積

書）、請求書 
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18 負担金、補助

及び交付金 

請求のあったとき

又は交付決定のと

き。 

請求のあった額又

は交付決定金額 

請求書、交付決定書の写

し 

19 扶助費 支出決定のとき。 支出しようとする額 支出調書、扶助決定書の

写し 

20 貸付金 貸付決定のとき。 貸付けを要する額 支出調書、貸付申請書、

契約書、確約書 

21 補償、補塡

及び賠償金 

支出決定のとき又

は支払期日 

支出しようとする額 請求書、支払決定調書、

示談書、判決書謄本 

22 償還金、利

子及び割引料 

支出決定のとき又

は支払期日 

支出しようとする額 借入書類の写し、小切手

又は支払拒絶調書 

23 投資及び出

資金 

出資又は払込決定

のとき。 

出資又は払込みを要

する額 

申請書（申込書） 

24 積立金 支出決定のとき。 支出しようとする額 支出調書 

25 寄附金 寄附決定のとき。 寄附しようとする額 申込書 

26 公課費 支出決定のとき。 支出しようとする額 公課金書の写し 

27 繰出金 繰出決定のとき。 繰出しようとする額 支出調書 

 

別表第２（第３１条関係） 

 支出負担行為等の整理区分表 

区 分 支出負担行為とし

て整理する時期 

支出負担行為の範囲 支出負担行為に必要な主

な書類 

資金前渡 資金前渡をすると

き。 

資金前渡を要する額 資金前渡内訳書 

過年度支出 過年度支出を行

うとき。 

過年度支出を要する

額 

支出調書 

返納金の戻入 現金の戻入の通知

のあったとき。 

戻入を要する額 関係書類 

債務負担行為 債務負担行為を行

うとき。 

債務負担行為の額 関係書類 

 

            

            


